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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第100期 

第１四半期 
連結累計期間 

第101期 
第１四半期 
連結累計期間 

第100期 

会計期間 
自2017年４月１日 
至2017年６月30日 

自2018年４月１日 
至2018年６月30日 

自2017年４月１日 
至2018年３月31日 

売上高 （百万円） 161,568 167,808 660,899 

経常利益 （百万円） 623 1,076 5,032 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益 
（百万円） 427 746 4,031 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,323 1,482 5,544 

純資産額 （百万円） 80,518 85,269 84,262 

総資産額 （百万円） 230,740 261,125 234,532 

１株当たり四半期（当期） 

純利益 
（円） 33.67 58.85 317.73 

潜在株式調整後 

１株当たり四半期（当期） 

純利益 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 34.9 32.6 35.9 

 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 
 

（１）経営成績 

当第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）におけるわが国経済は、企業収益や雇用

環境などの改善を背景に緩やかながら回復基調で推移しましたが、米国発の貿易摩擦や本年６月後半に発生した大

阪北部地震や西日本エリアを中心とした豪雨など天災や不安定な天候による被害が発生し、被災地域経済に一定の

影響が出ていることなどから、依然として先行き不透明な状況が続いております。 

このような状況の中、当社グループは、「中期経営計画」の３年目となる当連結会計年度のミッションを『「変

化への対応」と「基盤の強化」～さらなるグッドカンパニーを目指して～』とし、「営業・物流・情報・マーチャ

ンダイジング・マーケティング・決済」という卸の基本機能を高め、並行して業務改革のさらなる推進によりロー

コストオペレーションを追求してまいりました。また、重点戦略として位置づけているギフト・酒類分野の強化に

努めるとともに、ブランド事業では得意先と一体となった商品開発を推し進めることで販売ルートを拡大、さらに

ＷＥＢ関連の新たな取り組みや地域産品の販売支援にも取り組んでまいりました。 
 
この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高については組織小売業との取引拡大などにより1,678億

８百万円（前年同期比3.9％増加）となりました。 

利益面では、増収により販売費及び一般管理費が増加したものの、採算管理の強化による売上総利益の良化など

により営業利益は7億79百万円（前年同期比123.8％増加）、経常利益は10億76百万円（前年同期比72.6％増加）、

親会社株主に帰属する四半期純利益は７億46百万円（前年同期比74.8％増加）となりました。
 

（２）財政状態

当第１四半期連結会計期間末における総資産は2,611億25百万円となり、前連結会計年度末に比べ265億93百万円

の増加となりました。これは、季節変動要因により売上債権が150億56百万円増加、未収入金が48億16百万円増加

したこと等によるものであります。 

負債は、1,758億56百万円となり、前連結会計年度末に比べ255億86百万円の増加となりました。これは、売上債

権と同様、季節変動要因により仕入債務が269億50百万円増加したことによるものであります。 

純資産は、852億69百万円となり、前連結会計年度末に比べ10億６百万円の増加となりました。これは、その他

有価証券評価差額金が７億16百万円増加したこと等によるものであります。 

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を適用し、財政状態については前期を遡及適用後の数値

で比較を行っております。 

セグメントごとの経営成績の状況に関する記載については、報告セグメントが食品卸売事業のみであり、他の事

業セグメントの重要性が乏しいため省略しております。 
 

（３）経営方針・経営戦略等 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
 
（５）研究開発活動 

該当事項はありません。 
 

（６）経営成績に重要な影響を与える要因 

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、食品流通業界は、少子高齢化による市場の縮小、恒 

常的な人手不足とこれに伴う労働・物流コストの上昇が見込まれる等、引き続き厳しい事業環境が続くものと思わ 

れます。このような状況下、当社グループは、中期経営計画の達成に向け、中核事業では広域及び各地方・地域に 

密着した既存顧客との取引深耕と新規顧客の獲得に取り組むとともに、重点分野であるギフト・酒類についてはさ 

らに強化を図り「ナンバー１戦略」を推進いたします。また、独自性のある分野としてＷＥＢ関連・ブランド事業 

も引き続き積極展開いたします。加えて戦略的パートナーとの連携による卸機能の強化、新カテゴリー・販路拡大 

を推進することで１兆円以上の売上規模を獲得し、さらに経常利益率１％を目指してまいります。
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（７）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当第１四半期連結累計期間において、資金運用と調達の方針に重要な変更はありません。

なお、当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は292億40百万円となっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式     13,032,690     13,032,690
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

計     13,032,690     13,032,690 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。 

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
 増減額

(百万円)

 資本準備金
 残高
 （百万円）

2018年４月１日～

2018年６月30日
－ 13,032 － 4,923 － 7,161

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     345,300 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式  12,683,800 126,838 －

単元未満株式  普通株式       3,590 － －

発行済株式総数            13,032,690 － －

総株主の議決権 － 126,838 －

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

伊藤忠食品株式会社
大阪市中央区城見

２－２－22
345,300 － 345,300 2.65

計 － 345,300 － 345,300 2.65

（注）当社の自己保有株式の所有株式数の合計（自己名義所有株式数のみ）は、当第１四半期会計期間末日現在

345,300株（単元未満の自己株式数を除く）となっております。

 

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 

- 6 -



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,242 4,670 

受取手形及び売掛金 89,873 104,929 

商品及び製品 14,284 19,111 

未収入金 19,339 24,156 

関係会社預け金 46,900 47,600 

その他 105 246 

貸倒引当金 △33 △39 

流動資産合計 174,712 200,674 

固定資産    

有形固定資産 22,231 21,837 

無形固定資産 1,079 1,050 

投資その他の資産    

投資有価証券 25,012 26,101 

退職給付に係る資産 1,611 1,628 

その他 10,080 10,023 

貸倒引当金 △195 △190 

投資その他の資産合計 36,509 37,563 

固定資産合計 59,820 60,451 

資産合計 234,532 261,125 

負債の部    

流動負債    

買掛金 124,620 151,570 

1年内返済予定の長期借入金 20 20 

未払法人税等 1,436 81 

賞与引当金 1,176 461 

役員賞与引当金 91 15 

その他 10,070 10,394 

流動負債合計 137,416 162,544 

固定負債    

長期借入金 58 52 

設備休止損失引当金 35 35 

資産除去債務 434 436 

退職給付に係る負債 358 361 

その他 11,966 12,426 

固定負債合計 12,853 13,311 

負債合計 150,269 175,856 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2018年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2018年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,923 4,923 

資本剰余金 7,165 7,165 

利益剰余金 62,822 63,093 

自己株式 △1,185 △1,185 

株主資本合計 73,726 73,997 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 10,365 11,082 

退職給付に係る調整累計額 144 164 

その他の包括利益累計額合計 10,510 11,246 

非支配株主持分 25 25 

純資産合計 84,262 85,269 

負債純資産合計 234,532 261,125 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

売上高 161,568 167,808 

売上原価 153,363 159,097 

売上総利益 8,204 8,710 

販売費及び一般管理費 7,856 7,931 

営業利益 348 779 

営業外収益    

受取利息 38 34 

受取配当金 196 206 

不動産賃貸料 57 63 

持分法による投資利益 20 20 

その他 34 40 

営業外収益合計 348 365 

営業外費用    

支払利息 37 35 

不動産賃貸費用 19 24 

その他 16 8 

営業外費用合計 73 68 

経常利益 623 1,076 

特別利益    

固定資産売却益 － 1 

特別利益合計 － 1 

税金等調整前四半期純利益 623 1,078 

法人税、住民税及び事業税 21 35 

法人税等調整額 175 296 

法人税等合計 196 331 

四半期純利益 427 747 

非支配株主に帰属する四半期純利益 0 0 

親会社株主に帰属する四半期純利益 427 746 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2017年４月１日 
 至 2017年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

四半期純利益 427 747 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 876 716 

退職給付に係る調整額 18 19 

持分法適用会社に対する持分相当額 1 △0 

その他の包括利益合計 896 735 

四半期包括利益 1,323 1,482 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 1,323 1,482 

非支配株主に係る四半期包括利益 0 0 
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

 下記の会社の仕入債務について保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2018年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2018年６月30日）

㈱宝来商店 218百万円 1,529百万円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 

前第１四半期連結累計期間

（自 2017年４月１日

至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日

至 2018年６月30日）

減価償却費 616百万円 607百万円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月21日 

定時株主総会
普通株式 507 40 2017年３月31日 2017年６月22日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月21日

定時株主総会
普通株式 475 37.5 2018年３月31日 2018年６月22日 利益剰余金

 

 

- 11 -



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）及び

当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

当社及び連結子会社の報告セグメントは、食料品卸売事業のみであり、他の事業セグメントの重要性が乏

しいため、記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益 33円67銭 58円85銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
427 746

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（百万円）
427 746

普通株式の期中平均株式数（千株） 12,687 12,687

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎については、潜在株式が存在しないため、記載しており

ません。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

    2018年８月９日

伊藤忠食品株式会社    

取締役会 御中    

 

   有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 神谷 直巳  印 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
  公認会計士 川合 直樹  印 

 
 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている伊藤忠食品株

式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、伊藤忠食品株式会社及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
 
利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 

 （注）１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長・社長執行役員岡本均は、当社の第101期第１四半期（自2018年４月１日 至2018年６月30

日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


